
持  

年度  
原著論文  

（件）  

研究課麹名  研究事業   研究者代表者氏  名  書門朗・学術的観点からの成果   臨床的観点からの成．果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  
名  

開l終  和  
始了  文   

得   

取締りの現場で緊急に活用されるもの  
本研究は，特殊性の強い麻薬．覚せ  として，発芽試験に代わる大麻．ケシ檀  

い輌等の乱用染物対策に対応する研究  平成柑年9月20日に公布きれたオリパ  
であるため．行政的に特に間惣lこないも  ビン、平成19年12月19日公布された2  

医菜晶・匡  のに限り．学会．論文発表を行っている  
C－1．平成20年12月17日公布されたN－  

療機暮等レ   が．平成19－21年度の3年Ⅶで．関連研 について7の文発3件の総説  本研究lよ臨床研究ではなく，麻薬．     OHMDMAの麻薬指定には、本研究の  

定に関する研究  サイエンス  発表19件の学会餞應（内1件は苧▲   乱用薬物の分析・同  19  21     合田 幸広       究件鴇表  
総合研究  のハイライトポスターに選ばれている）を  

別法．生体試料かbの分析．確認法等 の確立等）が反映されている．また．本  

行っている，さらに．MDMA，シロシン，メ  研究の成果は分析マニュアル等として．  

タンフェタミン代謝物は．一定量合成が  各麻薬取締卸で利用されている．   

行われており，関連研究者に捷供可能  から寛せい刑やMDMA等を検出する羊  
である．   法を示し多数の検体に対する迅速スク  

リーニング分析が可能となった．   

平成19年度の研究成果は．平成20年度  

重症化予防やインフルエンザ流行を抑  インフルエンザワクチン需要検討会に報  
医薬品・医  

インフルエンザワクチ  療機器等レ  ここ10年にわたる研究の結果、我が国  

総合研究   ン需要予測に祝する 研究  19  21    ギュラトリー サイエンス   三浦宜彦   のインフルエンザワクチン接種率の年 次推移（平成12年－21年〉を初めて明ら かにした。   える効果のあるインフルエンザワクチン 接種が、任意接檀となっているため需要 王の把握が困難な状況下である。その 需要量を予測することはインフルエンザ  流行のため開催されず。  
対策に寄与している。   

（平成21年度は新型インフルエンザ流行  
のため、需要検討会が陳催されなかっ  
た。）   

粘膜投与ワクチンに代表される従来と  
粘膜投与ワクチンは新型インフルエン  
ザなどに対して有効なワクチンと考えら  

新型インフルエンザ対策の強化として新  

粘膜授与等の新授与  医薬品・匡 療機器等レ  
規インフルエンザワクチンの開発が国の  

れているが、本研究により粘膜投与ワク チンの実用化に向けて品質管理の観点  
経路ワクチン研究に おける品筐管理に関 する研究  19  21    ギュラトリー サイエンス  から製剤の規格や安全性の検討方法に  用化へ向けてのトランスレーショナルな  クテンのひとつである。本研究によって、  

総合研究   ついて基礎となる知見を提供するととも ににることができた 粘険投与ワクチンの実用化促進に貢献  
課煉を明確す。  することが期待される。   ついて特許を出願している。   

化に向けての支援を行った。   

本納査研究は、血友病インヒビターの発  
生や消失に関する愚者関連摩周（遺伝 子 本研究の長大の成果は、血友病A患者  

異禁、蛋白具＃、免疫応答機構、人  血友病治療ガイドラインは、本研究期間  
医薬品・医  檀など）と補充ま法関連要因（製剤の檀  

第Ⅷ，第Ⅸ因子製剤  療機暑等レ  
のインヒビター発生婁  8  1¢  30  0  30  12  0  0  0   

因に朋する研究   サイエンス  するためのものであった。後方視的潔査 デーーータから．インヒビター発生・消失の婁  
総合研究   

ビター発生機序の解明に寄与すると共  医が明らかとなった。この結果は、インヒ   エンス法）の導入など今後の血友病の  

に、血友病診療の国際的動向との調和  診療基盤の整備が図られた。   

および標準化に≠赦する。   
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特  
年度  原著論文  

（件）  

研究課贈名  研究書菓   研究者代表者氏  名  書門的・学術的観点からの成果   
名  

臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  

開終  和  
始了  文   

得   

「危機的出血への対応ガイドライン」を  
含む危機的出血への対応について日経  

日本麻酔科学会および日本輸血・細胞  メディカル誌に取り上げられた。輸血関  
治療学会が19年に作成した「危嬢的出  平成21年2月20日の菜食如22（泊82号  

危機的出血に対する   医薬品・医  術中の危擁的出血発生時の心停止発    血への対応ガイドライン」の普及度が上  「危機的出血への対応ガイドライン」の   のr輸血療浅の実施に朋する指針」及び  

輸血ガイドライン導入  療機器等レ  生車や予後についてのデータが明らか  興し、医療施訊こおける緊急輸血に関  整備に向けてのデ嶋タベースが充実し  学会や、日本臨床麻酔学会、日赤シン   
による救命率変化お  

システム機業に関す  19  21    ギュラトリー サイエンス  

総合研究   型不明時の0型血の使用、不規則 存在時の緊急輸血、異型適合輸血など  
る研究  ことも明らかになった。   が加えられた。  われた。平成22年4月に「産科危機的出  

になった。緊急輸血時の高カリウム血症  血への対応ガイドライン」作成に関与し  
の危険度も明らかになった。   た学会のホームページに掲載するととも  

に．平成22年4月8日に厚生労働省苫己者  
クラブで発表を行った。   

ヘモフィルスインフルエンザb型菌（以下  

H托■）、肺炎球菌の流行の実態を菌楕欄  

重から明らかにし、我国の流行の実態 を把握した Hib、肺炎球菌の流行状態については日  

ワクチンの有用性向  医薬品t医  。ロタウイルス感染について  

上のためのエビデン ス及び方策に関する 研究  19  21   療機暮等レ ギュラトリー サイエンス  分状況出た。HPVについて は中和エピトープとHPV16型VLPにつ  もRT－PCRを使って地域は限られている が血液型を調査し、GタイプとPタイプの 布が欄腫来   
総合研究   いて組み込むことによリキメラVLP4の  方について意見を述べた。  に報告した。第一三共製菓プレスセミ  

作動こ成功したので今後のワクチンの  ナーでも研究内容を紹介した。   

効果領域が増えることに染がる。   
応用された。   

わが国で開発、備蓄している新型インフ ルエンザワクチン（H5Nl）は、現在流通し  
ているHAワクチンと異なり、ウイルスの  

粒子形状を維持した全粒子型である。こ  
新型インフルエンザ  医薬品■医  の製剤における新規の品質管堰手法の  
ワクチンの性状及び  療機番等レ  開発及び、評価を行い、実際のワクチン  
免疫原性の正確．か つに  特になし。   なし。   0  2    D    0  0  D  0   

迅速な評価方法  サイエンス  に用できる、という果を得たク に試行した方法は、動的光散乱測定装  
関する研究   総合研究   モを用いた艶度分布欄1走、ホルムアル  

デヒドで不語化されたワクチンからの枚  
酸の分離と定量、細胞を用いた免疫賦  

活化能の定量、の3檀頼である。   

高度な医療を行う施設では、造血幹租 他の採取・処理・保存がなされ、また洗  
浄血小坂数を必垂とする患者も珍しくな  
い。加えて、多くの市中病院では多くの 自己血（全血 

医薬品■医  
院内血液製剤の適正  療機器等レ  、成分血）が製造・使用さ れている。それらの安全性や品貫の保 柾は医療機関の自主管理において実行  

（2010年）にて、教育書l濱（細胞採取・管  

孝に関する研究   サイエンス  
総合研究   な製造体制・順守墓   20  21    ギュラトリー    大戸斉         され、安全性に関して危惧が存在する。 3つの血液製剤（自己血液、造血幹抽 胞、洗浄血小板）について、医療機関で  

実用に供する基本指針案（施設基準、品  

貴官理の最低事件等）を作成した．また  
であろう。   

造血幹細胞品質管理手臓暮については  
海外からの評価も予定している。   
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特  

年度  
原書論文  

（件）  

研究課姓名  研究事業   研究者代表者氏  名  専門的・学術的観点からの成果   名  
臨床部備点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  

硯終  和 文  英 文  
始了  等   

待   

輸血副作用のサーベイランスの報告項  
医薬品・医  目を、症状項目と診断項目に分け、国  

日本における血液製  辟的に使用されているものを採用した。 これまで、報告内容に関しては医療施  
2    0      4  0  ○  0   

関する研究   刑の副作用サーベイ ランス体制の確立に   20  21   療機器等レ ギュラトリー サイエンス  泣からの自発報告に頼っていたものか ら、参加機関からの全数把握でデータを  
総合研究   集計出来るようになったことは大きな改  作用報告の檎完を目指す。   

良点である。   僻も整いつつある。   

血液製剤の安全性向上のために血祭  
分国製剤製造所等ごとに実施している  
核酸増幅試験法について、国際単位で  HⅣ核酸増幅試験の感度の精度管理が  
表示した共通の検体を測定することに  適切に行われていることを兵事・食品衛  

血液製剤の安全性向  医薬品・医  よって、HIV検出感度の精度管理が適切  生春誰会平成21年度第1国血液事凛  
上のために実施され  療機萎等レ  であること、日本で見られる4つの遺伝子  部会運営委員会（平成21年5月14日）  
る肝炎ウイルス専権 法の精度管理評価  に報告した。HBV核酸増幅雷式駿法によっ  0  0  D  0  0    0  3  0   

査  サイエンス  型のHβ∨を遺伝子き削こ係わら検出で きることが示された。成果をWHOの核酸  て遺伝子型にかかわりなく検出できるこ  
に関する研究   総合研究   増幅試験法ワーキンググループ会雄で  とを薬事・食品衛生春雄会平成21年度  

に善が無いことが示された。よって、輸  第4回血液事業部会運営委員会（平成  

発表し、日本における核酸増幅！碩が 適切に管理されていることを国内外に示 した 22年3月2日）に報告した。   

。   が示唆された。   

我が国では国レベルでコード体系を決  
定し、また、安全性確保の必要腐が高  い注射剤に対してバーーくコード表示を纏  
務づけている。本研究は、注射剤以外  すべての医療用医薬品に対Lてバー  

医薬品・医  の剤形の包装形掛こ対して、製薬企業  コード表示をすることがは定められてい  
特殊な包装形態の医  レベルでの実施を念諷こバーコード表  

0  0  0  0  0  0  0  0  0   

に関する研究   療用医薬品へのバー コードの表示方法等   20  21   療機馨等レ ギュラトリー サイエンス  

総合研究   を含めて検討を行ったものである。本研 究の成果を基に、剤形あるいは包装形  回の研究により、注射剤以外の剤形、  
態毎の実施期限等を定めることが可能  包装形態等に対する実施時期を決める  
となり、多種多様な刑形、包装形態を有  ことが可能となった。   

する我が国において系統立った実施が  
実現できることになる。   

患者木偏の医療を提供するためには、  
地域における医療連携が重層である  r医薬連携喘息セミナー」（平成21年2  
が、本研究では、医師、薬剤師ともに什 のじがら  月7日）、「医菜情報交換の現状と問矩  

報共有必要性を感なも不十分  点」（平成21年2月20日）およぴ「医師  
であり、その理由として①互いのニーズ が不 薬剤師と医師との偶の情報交嶺によっ  

薬剤師の社会的役割  医巣晶t一芸 療機番等レ   明．②コミュニケーション不足、③ がい‾とがらかとっ   く平成22年3月2日）をテーマとして、宮  
て、薬剤師が医師に対して投薬方法や  

方に朋する研究  を踏まえた医師との  20  2†     大野 勲        手段や時間な明な   た。これらの成果より、†一報共有促進の ためには、①医師と薬剤師間のコミュニ  城県医師会、宮城県薬剤師会宮城県  D  0  0  0  0  0  0  0  4   
総合研究  ケーションの向上、②互いの情報ニーズ  う医療経済効果が確認された。   携ノ処方箋情報の活用を目指して」の  

の明確化、③情報捷侠の制度の充実化 が必要であることが明らかになり、今後  テーマで、宮城県薬剤師会、吉城県病  
院薬剤師会との共催で、研修セミナー  

医療関係者の研鰭や情報提供体制の  （平成21年5月6日）を開催した。   

整鰍こ活用できるものである。   
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特  
年度  原著論文  

（件）  

研究課僧名  研究事業   研究者代表者氏  名  専門的・学術的頼点からの成果   
名  

臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のイン／くクト  出  

朋終  和  
姶了  文   

得   

薬剤師書成のための教育課程が8年制  
行政処分を受けた薬剤師の再教欄制度  

となったことに臨み、薬剤師が自らの責  
が平成20年4月より施行されている。某  

稚を再認離することを目的に、今後の薬  
刑師の行政処分に関する海外の処分状 やれに対当の比つ  

剤師に対するニーズや某剤師が果たす  況そする手等較を行 こ 

医薬品・医  たとろ、基本的な処分理由は倫理原  

療機器等レ  
べき役割tこついて鵠査した。国民の意 詳調査、他撒檀比捜、海外の状況比較  

0  0  0  0      0  0  0   

研究   サイエンス  
総合研究   薬剤師の役割と倫理 規範の実態に帆する   20  21    ギュラトリー    久保∴鈴子        等により、日本における薬剤師の■門 職倫理を考察するための基礎資料を纏 めた。本資料は、薬剤師生涯教育、薬 字数爾等の専門教育の場面において活  

への貢献等についての評価は低い傾向  行為を少なくすること必要でり、 剤師についてみれば、薬学教育課緩か  
用できるものである。また、薬剤師の役  
割の展開に合わせた倫理規定の見粧し  ら生涯教育、再教育に至るまで、医療書  

にも活用できるものである。   
門職としての倫理原則と書門職意識の  
徹底が不可欠であるとの結論に至った。   

本研究は、「地域薬局をベースとした咄  

本研究は、「地域某局をベースとした咄 息疾患管理に射する研究」 
医薬品・医  

薬剤師業務の在り方  、「薬剤飼に よる糖尿病疾患管理に関する研究」2件 について行った 
とその評価に関する 研究  20  向   療機器等レ ギュラトリー サイエンス  状のコントロール状況が開始前と比較し  息患者を指導することにより、患者の  

総合研究   導することにより、患者の満足度、喘息 症状のコントロール状況が開始朋と比 粧して改善した。  こに、に する満足度も開始時に比較して有意に  
改善した。   

本研究では最近のわが国における国際 共同治験の実蛙を、治験中椴拠点病院  
等協譲会参加痛腐（54施設）と独立行  
政法人国立病院機欄所属病院（145施  
設）を対象としたWめアンケートにより現  

重した。調査結実に基づき規制当局、俵  「新たな治験活性化5カ年計圃の中間見 直しにる討ノの成として 

国際共同治験を前捷  医薬品・医 頑稜等等レ  特製某企業、治験実施医療機肌治験  関す検会構■ 
、 乗6国会合では本研究成果を含む内容  
を意見陳述し、内容の一部は新たな治  

あり方に関する研究   としたGCP等の治験 制度及びその運用の   21  21    ギュラトリー サイエンス  

に、そのの為にれGCP 等の治験制度及びその運用のあり方を  
験活性化5カ年計画の中間見直しに閑  

総合研究   捷案した。本研究の捷葉に基づく制度  する検討会極点1に反映された。   

改正は鳳際共同治験の障壁の少なくと  
もー部を取り除くことになり、国際共同  
治験の円滑な実施に役立つものと考え  
られる。   

組む必要性があることを捷言した。   

菜如市を養成する新しい6年制薬学教  厚生労働省は、薬剤師の貪格を有さな  
青課程において、実践的な臨床能力を   

学部では． 
めのワークショップ」（平成21年8月）、日 本業刑師会学術大会（平成21年10月）  

医薬品・医  において上映し 
「薬学教育実務実習   療機器等レ  、内容について高い評価 を得た 

。参考指針に掲載したr『実務美 習配線』の記載項目と作成プロセスの例  

究  21  21    ギュラトリー サイエンス  中村 明弘  総合研究  示」については日本案学会菓字数育   
ので ，      の   しい。」で、研 の  心に二。 の目 に  21  で実 て。 研  部会主催「教青フォーラム2り（平成21 12） 

年月、薬学教育協議会フォーラム 2010（平成22年2月）で紹介し、参考指 針は日本薬学会策130年会（平成22年 
行う上で、非常こ有用な指針となる。   3 月）のシンポジウムにおいて紹介した。  
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特  

年度  
原著論文  

（件）  

研究誌粗名  名   臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  

開l終  
名   和  

始了  文   
得   

旛床的な鏡像、異常行動の発現状況等  
も不明な新型インフルエンザの流行拡  薬事・食品衛生審議会医薬品等安全対  

医薬品・題  インフルエンザ様疾  大に降し、従来のインフルエンザ同様の 異常行動の発生等が見られることをい ち早く確認し情報攫儀も行い新型イ  主に小児に対する新型インフルエンザ への治療において、異常行動を踏まえ  主に小児に対する新型インフルエンザ への治療において．異常行動を踏まえ   篤郎会安全対策調査会に中仰報告を 行った。主に小児に対する新型インフル エンザヘの瀞如こおいて異常行動を   
患霞愚時の異♯行動  21  21   療機苓等レ  岡部信彦  

の情報収■に関する  サイエンス  
研究  総合研究  ンフルエンザにおける異常行動の発生  た坑インフルエンザウイルス築投与につ  た抗インフルエンザウイルス薬投与につ  踏まえた抗インフルエンザウイルス美校  企業からの情報捷供にも活用され、新          と坑インフルエンザウイルス薬治療の検  

討を行う上で学術的にも壬妻な知見を  供した。   保にも活用きれた。   
早期に得ることができた。   

極めて多彩な病態を呈する2型♯尿病  
の病態改善には、既存の杭糖尿病薬の  本研究によって策定した「新規経口鴇尿 の床のためのガイドライン  

病巣臨評価 （秦〉Jは、臨床試験を用いた経口糖尿病 薬評価のメルクマ 
軽口糖尿病薬の臨床   医薬品・医   

ールとなり得る。これ  

21  21    加来 浩平  
定及びその運用に開  サイエンス  への参入が必須であるこれらの新規   
する研究  を捷供する 

総合研究  

英の分楓こ従った併用療法を採用した ことにより、併用臨床繍の結果を通じ て、各線口糖尿病菓の作用牧附こつい ての理解が深まるものと考えられる。  鶉尿病薬の臨床評価のためのガイドラ イン」を策定した。これにより、臨床試験 のレベル向上、迅速かつ適切な承認書 査業務の推進等を通じて．凛尿病診療 レベルの向上による国民の健康寿命の  
延長につながるものと期待される。   

診断用放射性医薬品に関する臨床評価  
ガイドライン（案）作成に伴い、診断用放  

射性医薬品の特徴を明確にした。1．効  

果・効能は、化合物が標的部位へ特異  
医薬品・医  的に集積し、その何からの光子などを検  

「診断用放射性医業  出することに基づいている手2．効果・効  

ガイドライン」の作成  
0  0  0  0  0  0  0  0  0  

に関する研究  サイエンス  
総会研究  晶に関する臨床評価  21  21   敵機暮等レ  久保救司        能は化合物の薬理作用の発現に基づく   

り、生体に影響を及ぼす可能性が極め て低い事4．単国粋与である書これによ り 
、放射性医薬品を投与する事での被  

ぱくは避けられないことを慎1に考慮す るとともに 

、被ばく量は非財こ低いことを  
確認した。   であることを強調した。   

HDV感染は．HBVをヘルパーウイルス  
わが国の献血者とB型急性肝炎患者  

を対象として、B型肝炎感染者における  献血者を対象とした本調査は、一般人  
デルタ肝炎ウイルス（HDV）感染実態を  口における肝炎ウイルス感染の実態を  

献血者でのHBV－D  医薬品・医  検討した。丙対象群において年間10％  反映すると考えられる。特に献血者を対  

NA陽性血における  敵機器等レ  以下の頻度で、目口VRNAが検出された  象とした場合には、感染初期の者が多く  

デルタ肝炎ウイルス  含まるため、肝疾患として発病する前の 状況を握することができる 
把。今まで、  

0    3  0  0  0  0  0  0   

感染の実態に関する  サイエンス  、血では2005を 
研究   総合研究   度は減少向にあり．ま8急肝 炎患者でtま2002年以後検出をみとめて  その感染実態が不明なデルタ肝炎ウイ  

いないことから、少なくとも．近年わが国  ルス感染の実態を、今の時点で把握す  

でのデルタ肝炎感染者は壇加傾向には ないことを明らかにした ることは、今後の厚生行政として重要と  

。  

思われる。   
が存在するも、最近増加傾向にはないこ  
とを明らかにした。   
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年度  原書論文  
（件）  

研究課糖名  研究事業   研究者代表者氏  名  専門的・学術的観点からの成果   名  
臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  

開  
始   和 文  英 文 等  祁 文  英 文 等  園 内  国 際   願 取  

待   

平成2†年度において、r抗うつ薬の臨  研究目的が「抗うつ薬の臨床評価方法  
床評価方法に関するガイドライン（案）」 の策定を行った 

医稟晶・医  
療機軍事レ  。策定にあたっては、今 日の治験の課増整理を行っただけでな く、国内外の朋党状況とその動向を事 前に調査することにより将来に想定され る班にも対応できる開発戦略の提案  

の作成に関する研究   「抗うつ菜に閲する臆 床評価ガイドライン」   21  21    ギュラトリー サイエンス  

総合研究   も行った。国際共同治験が増加している 現状を踏まえ、また本邦の世界同時開 発への参加を促進するためにも、最近  
の国内外の臨床試験のガイドライン及  

ぴデザインについても研重し、国際水準 の試験！十画が可能となるような具体的  
提案も行った。   考にされていない。   知される予定である。   

本研究成果は、検証の途中でも「薬害  
本研究は、薬害肝炎の被書拡大の経過 と原因等の実態等について客観的かつ  

医薬品・医  本研究は、フィブリノゲン製剤及び血液  
薬害肝炎の検証およ  環礁署等レ  凝固第Ⅸ因子製剤によるC型肝炎の発  

び再発防止に関する 研究  21  四    ギュラトリー サイエンス 総合研究  堀内維也    生及び被嘗痢大の経過と原因等を客観 的、科学的に検証することができた。  
成果なのか判断できない．   合した。   目的の研究であり、鴎附こ関連した研究 ではないので、何が臨床的観点からの  ついて」にその亀吉鴇が盛り込まれて、再  

発防止策の検討に活用された。   

0－SAR手法など化学物質そのものの暮  
性を評価する方法はこれまでにもあっ  
た。しかし、化学物質は生体内で代謝さ  

メタボローム解析およ  れ．その代謝物が暮性を発揮するもの  

ぴバイオマーカーを  も多い。本研究では、肝霊性を示す血液  発見したバイオマーカー（グルタチオン  

なし  アナロケ）を高感度に双1定する方法を開  

書性評価手法の開発  用いた化学物質の有   発し、ペプチド分析の手法の発展に責敵  

に関する研究   ウスや肝臓絹地に化学物賀を投与し て、肝暮性マーカーの変動を測定知るこ  した。   

とによって投与した化学物質の代洲物  までをひつくるめての暮性を評価する方  
法鴇を確立した。   置を可触こし、人命を救いだすことを可  

㈲こする。   

内分泌かく乱化学物質の影響が受容体  OECDガイドラインにはすでにinvむ0の  

を介する暮性であることを裏付ける結果  rヒトエストロゲン受容体組込み細胞アツ  

を確認し、その影ずが胎児期、新生児  
セイ」（TG455）、invivoのエストロゲン作  

高感受性農眉に於け  期の発生の早期の曝露に始り、遅発性  
用検出のための「子宮肥大碩J  

る化学物質の有害性  に発現することを確認した。発生・発達  
（TG440）．アンドロゲン作用に関する  

発現メカニズムの解 明及び評価手法開発  「Ho愕hb8rgOr試験」（TG441）が採択され  
ている。現在、確定試験法に近い「拡大  

144  2    185  35  2  0  0   

ほかに、神経・行動、免疫等の高次調節  
にかかる総合研究   系への影響も現われることを動物実験  一世代生殖毒性試験」が協議されてい  

によって明らかにした。このように、内分  
る。われわれは、r喘歯穣一生涯輔」  

泌捜乱化学物償の作用様態の解明に  を考案し、ジュテルスチルベストロール  

迫ることが出来た．   
等を用いて予備的に試験を実施し、有  
用性のあることを確認した。   を行った。   
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特  
年度  原書論文  

（件）  

研究課個名  研究書莱    研究者代表者艮  名  専門朗・学術的観点からの成果   名  臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  
開絶  和  
始了  文   

得   

形態形成期・思潮  WH（X世界保健機関）／lP¢Sく国際化芋物  

などの高感受性朋に  
ある丸田での抜内受  本研究tま内分泌かく乱化学物質の生体 影響を、桜内受容体作動性化学物質の 高次生命系に対する影響研究として－ 椴化することによりその基盤における少  
ニズムの解明及びそ  容体作動性化学物質 等の有害性発領メカ  の評価手法にかかる  

価の手法に当該領域の世界の研究者  雷式験および鵬「如borg即纏のバリデ 盤研究の接点が示された点で社会への  
総合研究   が注目する成果をあげることができた。   た．   イン／くクトがあったと考えられる。   

当該研究課矧ま、多数の論文発表や学  当該研究課蛙においては．執ニナノマテ リアルの安全性に関する研究者実施す  
るだけではなく、ナノマテリアルの薬物相  
互作用誘導に関する検討や疾患の発症  

ナノマテリアルの綾皮  
暮性に関するトキシコ  や悪化における影響蕾も解析してきた。 これらの検吉す範菓から、彊径100nrn以  
キネテイクスおよぴト  下のナノマテリアルが．抗がん剤の肝細  

等の融合による有害  
性評価法・リスク予濠l  

法の開発   キシコプロテオミクス     19  21  化学物質リ  堤鹿央           胞死誘導能やアトビ→性皮膚炎の発症 に対して促進的に働く可能性を見出し た。以上の成果から、ナノマテリアルの 安全性確保を主目的とした当該手業 が、厚生労働行政的・社会的に重要で  
あるのみならず、臨床的観点からも必要  
性の高い内容であることが裏付けられ  

る。  た。   である。   る。   る。   

腱萬および障害皮膚において、一次粒  
径ナノサイズの二酸化チタニウム、酸化  
亜鉛は様々な大きさの凝集塊をつくり、  
憶禽および障書されたマウス、ラット、ミ  
ニブタの皮膚、およぴヒトの皮膚モデル  

ナノマテリアルの経皮  を透過しなかった。また角質除去・脱毛  
毒性に関する評価手 法の開発に関する研  

スク研究   経でも異物は毛蓋まで侵入するが．周  
なし（不明〉。   なし。   なし。   0  5  0  0  8    2  0  0   

究   園の真皮雑掛＝は移行しないことが分  
かった。このことlま．皮附よ固形異執こ  

対しては強固なバリア機能により侵入を  
防いでいることを意味する。従来の化学  
物質の透過性とは全く異なった観点で  
研究を進めることが必要である。   

健康危機管理における行政サービス捷  
供のサプライチェーンの維持の方策、闇  

係者・朋係機関の連携体制や撫能分化 のあり方を検討し、その中での保健所機  
地域横断的な健康危  能の位置づけを行った。腱最危機管理  

機管理働制の機能分  健康安全・  事象として矧こ首都直下型地票を含む  医療計画、地域防災計画、そして介謹  

化のあり方、評価緒 襟、効果の評価に関  事業計画等の災害医療・介護体制を規 定する行政計画の策定や見直しの際に  0  0    0    0  0  0  

策総合研究   
する研究   の内容の時系列での変化、医療機関へ のアクセスの間贈と地域性、介護閉場、 そして医療用の水の供給l笥洩について  参考となる資料である。   

具体的な数値等の根拠をもとにして被  
書想定と対策の検討を行うことができ  
た．   

－141－   



特  
年度  

原著論文  
（件）  

研究課地名  研究事業   研究者代表者氏  名  専門的・学術的観点からの成果   
名  

臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のイン／くクト  出  

開終  和  
姶7  文   

待   

インターネット粥査会社のプラツトフォー  
ムを用い、島根県出屯市及び北海道洞  
爺湖町周辺においては家庭用PC、東京  
都府中市においては携帯t話を媒体と  

通信連絡機暮を活用  した調査者行い、症候群サーベイランス  

した健康危挽†★報を  として有用性を確立した。研究班独自の  
デーヰ収九システムを楕焦し、データ収  

より迅速に収書する 体制の構築及びその  ヰ  0    D  D  0  0   

付紐の分析評価に関  策総合研究   ■から解析まで 
する研究   れた。基本システムを応用した7レル  

ギー調査では季節ごとや日々の変化を  
確実にとらえ、感染症分野で用いた   
EARSが応用可能なシステムと考えられ  
た。   

地域での健康危機管  北海道洞爺湖サミットにおいては、本研  
理情報の早期探知、  鍵應安全・  日本で初めて全国的な運用が可能な症  21年2月の新型インフルエンザのガイド  
行政棟兢も含めた什  ラインには薬局サーベイランスが位置付  10    5  0  10  4  0  2  0   

報共有システムの美  策総合研究   用を行った。   けられる  究損が毎日監視し、厚生労働省や都道  
狂的研究   府県での対策に；舌用きれた。   

災薯ボランティア等に関して、公衆衛生  
平成21年7月中国・九州北部豪雨（山口  

の視点から我が国で初めて検討を行っ  
た研究である。災書ボランティアの嫡型  び災昔時に活用することができる健康  町内会等の地区組織で災書への備え及   
と役割についての整理を行った。また、  

地軌こおける健康危  健康危性管租こおけるボランティ7活動  
危機対応支援ツールを開発した。また、 災警ボランティアの判断力を養うことを  
目的として、ゲーミングシミュレーション  

ボランティア活動の安全衛生に関するポ   

体制に関する研究  機管理におけるポラ  19  21  健康安全・ 危機管理対  尾島 俊之       について．自主防災組織・町内会、また  該当なし  動について、さらに災書時要援護者から  
を利用したツ 

見たボランティアへの期待、自治体の災  
ド災書ランティア鴇を開発した。さb に、防災ボランティ7研修の一部と位置  

害廃棄物処理計周におけるボランティア  
の扱い等について、その実態を数量的  づける、研修の安全衛生モジュールを開 発した。   
及び貫的に明らかにした。  

てきたと考えられるが、当研究班もー定  
の貢献ができたと考えられる。   

健康危酬報の支援システムの開発と  小学校欠席状況データの地域健康危機  
健康危機情報の空間分析を行った。非  定型暮式のデータを高い精度でアドレス  管理への活用例として．本研究において  

マッチングして垂間作♯化する空間ド  19年度より、小学校欠席率の分布図を クリギングによる空間補間で作成し，イ  
キュメント管理システム（SDMS）のユー  

地理情報を加味した  健康安全・   ザビリティの向上可視化機能の充実   

地域の社会情報及び  †9  2†    浅見秦司  
する調査研究  機能の追加などの拡張を行ないその   フルエンの行にの 様相を捕捉することに成功した。これ  

り感染症の地域アウトブレイクの把握が 可能であることが判明した。インフルエ ンザ流行の時空間流行モデルを構築  は、有効なサーベイランスのモデルとし  
て、全国の都市にも応用可能な貴重な  

し、地域間の流行影響度を推定した。   資料と位茸付けられる。   
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年度  原書論文  
（件）  

研究課頸名  名   名   臨床的観点からの成果   ガイドライン等の朋党   その他行政的嘲点からの成果   その他のインパクト  出  
騨＝＝柊  

姶了  
和  
文   

得   

外国製の検知器材にはブラックボックス  これまで交流の津かった分野・省庁横断  

くい面がある。原理や活用法を分かり易 くし 
的な要素が多く、初心者には取り扱いに   

にして組織的な活動へと発展させるか  
解説、書門的知識を有していない現 壌で検知を行う実働者に対して、適材適  

健康危機発生時の迅  所に検知蕃を活用する術を明らかにし  
連なる検査体制およ  腱康安全・  の捉え方ができ、より広角的な着眼点が  
び原因究明に向けた 連携体制機業に関す  た。また、実験室レベルでの検査法を改 良・開発し、より迅速に災害の原田と  

策総合研究   なっている物質の推定を可能とした。本  
る研究   

ていなくても、既存の機器を有効活用し てびにレベに  研究成果から、高価な分析機器を有し   
を檎虔した。本成果は、多分野（異分  

とした。   災書現場なら実験室ルお いても効率的な原田物貰の推定を可能  角的視野にたって解析することに役立つ  
と考える。   

今回の研究で、貪水系惑染症原田菌、  
呼吸暑系ウイルス、エンテロウイルス、  

食水系感染症原因竜24穐の遺伝子を  正金惧等の網羅的迅速検査法を確立で  
同時に検出できる系はこれまで存在せ  き、健康危機発生時の原因究明に要す  
ず、今風新たに開発した方法lま網羅性  

地域における健康危  に優れ、今後の実用化が期待できる。ま  
る時間を短詩できた。このことは」露査 結果を基に行政当局が早急な対応を行  
うこと誉可附こする。さらに、全地方衛生  
研究所にこれらの検査法を普及させるこ  

酎ヒに関する研究   4紺＝対応するための 地方衛生研究所機能   19  21  健康安全・ 危機管理劇 策総合研究  吉村腱蒲      た、呼吸等系ウイルスとエンテロウイル スを迅速・網羅的に検査する方法∴及び 重金属を迅速に検出する方法について  
る。この時Ⅶ短縮lニより．適切な治療を  

とにより、健康危機発生時の検査マニユ  

も細かい条件検討を行い、それぞれ美  アルとして、実際に使用されることが期 待できる 
用化に向けて、学術的基礎データを得  。また、地方衛生研究所の疫学  
ることができた。   機能の強化に関する解析結果は，健康  

危機発生時に必要な地方自治体の対応  
能力の向上に資すると考えられる。   

PACを高塩基虔化するとアルミニウムの  水道における微生物聞顆検討会  
重合が進みコロイド化により凝集処理後  く山22．3．23〉において．クリプトスポリジウ  

の溶解性アルミニウム尭度が低くなる  ム等に係る新しい検査方法として．本研  

が、凝♯剤の荷t量は減少しないため  究より開発された粉体ろ過濃縮法とクリ  
飲料水の水質リスク  凝兼任は保持される．ニトロソアミン化  プトスポリジウム等遺伝子検出法が主な  

なし  三組となり．実用化に向けての一層の研 と効の検めことの  

究有性証を進る重要  32  58      79  3（S  0  28  0   管矧こ関する統合的 研究  19  21  健康安全・ 危機管理対 策総合研究  松井佳蔑       食物の実態調査より．原机オゾン処理 水．浄水からNDMAなど検出されその 挙動は個別の物質により異なりことがわ  性が確認された．その他水質基讃逐  
かったまたオゾン処理により生成する  次改正検討会（H20息6．H21．6．25）や薫  

NDMAの前駆体の一部を同定し．その  厚生科学書漢会生活環境水道部会  
排出源が示唆された．その他．多くの専  （H22．2．2）におけるNDMAやPFOSなどの  
門的t学術的成果が得られた．   富豪論に賓された．   

水道水中のトリクロラミンの測定法とし  高感度で正確に水道水中のトリクロラミ  
て．高度虔で正確に測定できるHS－  ンを測定できるHS－GC／MS法を確立し  
GC／MS法を確立し、既存の方法より低  水草管理に有用な機菩分析手法を捷供  
い濃度を再現性高く検出できる技術の  した。臭気強度の官能評価方法として，  

進歩を果たした。一般水環境中に広く存  現行法より安定性が優れた三点比較法  
水道水異臭薇書を及  在するアミノ酸類などの化学物質から  を確立した。これまで判断基講が困難で  

特記事項おし。  あった臭気の判定に、科学的で再現性  の高い手法も捷伐として良質の水道水  3  3    0  2  8  0  0  0   

技術に関する研究   ぽす原田物質の同 定・評価および低減   19  21  健康安全・ 危機管理対 策総合研究  西村哲治        も、塩素処理によりトリクロラミン等の力 ルキ臭物屑が生成することを明らかと し 
．その先生勧や原因物質の構造特  提供への寄与が≠献できた。これらの  

異性を究明し、臭気制御に有益な什報  方法は．上水試験方法（（社）日本水道  

を得た。通常粒子径の粉末活性炭より  協会編）に収載される。生物分解が困難  

微細化した紺粉化粉末活性炭による水  な状況におけるトリクロラミン等の除去  
溶液中の化学物其の物質吸着特性を  方法として，微粉化粉末活性炭の利用  
明らかとした。   の可能性を示した。   
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特  

年度  
原著論文  

（件〉  

研究読聴名  研究事礫   研究者代表者氏  名  ■門的・学術的鰯点からの成東   名  
臨床的横点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  

帆1終  和  
姶了  文   

得   

市販のレジオネラ遺伝子検査試薬の  遺伝子迅速検査はレジオネラが検出さ  
反応特異性を検討し、わが国で分離さ  

れた入浴施設の再開lこ利用されてい  

た。定量的PCRは生薗のみならず死菌  
れるレジオネラ属に関して概ね検出し   

迅速・簡便な検査に  
も検出し培養法との相聞は高くなかった  

よるレジオネラ対策に  健康安全・  
が、浴槽水の墟素濃度を0．わpm以下に  

凛体培養と定量逆転写－PCRとの組合  係る公衆浴場等の衛 生管理手法に関する 研究  19  2丁   危機管理対 策総合研究  倉 文明        限定するとよく相関した。Ethid山m mono白扇血処理とPCRの組合せ、短時間   
わせでレジオネラ生薗を選択的に迅速  

り．微生物による汚染状況を迅速に把  
に検出できた。浴槽水のATP測定によ   
堰でき、ATP膿とレジオネラ汚染との陳  感染源の特定に必須のパルスフィール ドt気泳動の結果判明までの期間を4日  

係を明らかにした。   から2日に短縮した。   防止対策講習会考において研修を行つ  
た。   

縮合型の塩素であるモノクロラミン（2？3  

m〆L）が浴槽水のレジオネラ汚染対策  
に効果的な薬剤で、退蔵残留壇兼消暮  

日本の量内ラドン人口加重平均膿は、  

本研究の結果、C8Rト忙災書、テロに対  
N8Cテロ／災害に対して、医療機朋およ  
び現場派遣医療チームのNBC共通の檀  

準的な医薇対応方法（マニュアル）の腑  

健康危機管理におけ  健康安全・  
8  0  12  0  10  2  0  3  2   

究  る効果的な医療体制  †9  2†   危機管理対  大友康裕     発、研修カリキュラムの開発・発展およ ぴサーベイランス方法の開発により、テ  
ある体制整備に寄与した。また化学テロ 災書時に科学的な根拠に基づいた治療  
が施されるような医療機関での検査休  
制を構築した。   rN8Cテロ対策セミナ 

いる。   
ニュアル」を完成させ、出版物として公Ⅶ  
した。   
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特  
年度  

原著論文  
（件）  

研究課題名  研究事業   研究者代表者氏  名  専門的・学術的横点からの成果   名  
臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  

開l絶  和  
始了  文   

得   

日本DMAT隊A養成研修会のプロゲラ ム改および生教育としての今後の  

回り）が主催する広域医療搬  

「災書時の瓜域緊急医療体制について？ 整備すべき事項のプライオリティを考え る？」 

性康危機・大規模災  、消防防災、Vd．23、再9－56、20． DM八丁（Di細或orM8dc81Assi＄t8nC8  
健康安全・  T88mこ災書派遣医療チーム）の整備と将  

書に対する初動期医 療体制のあり方に関  
篭総合研究   来展望．医者苧77二128－135．19．他論文 発表は咄を数える。また、学会発表にお  

する研究   いては、日本救急医学会をはじめ日本  
ホ団災書学会、本航空医療学会総会．  

日本鴎床救急医学会学術■会他多数 を数える。   
ないかを検討した。  会を開催している。   課埴が抽出され対応を図っている。   

′くイオテロの曝露状  
況の推定、被書予  
測・公衆衛生的対応  天然痘のためのシミュレーション技術を  本研究班での成果であるシミュレーショ  

特になし  ン結果が、厚生労働省のバイオテロ対  0  0  0  0  5  0  0    0   

た天然痘ワクチンの  の効果評価のための 数理モデルを利用し   型インフルエンザ等に広く応用された   策に基礎資料として活用された。   

備蓄及び使用計画に  
関する研究   

人為災奄（都市災害）pp212－2ほドゥ  天然痘テロの分野においては対応ガイ  
ダーヘリ導入と運用のガイドブックメ ディカルサイエンス社東京21．N8C災  
者「災書医学」館山豊（改訂簾2版）山  

凰際連携ネットワーク   健康安全・  本保博監修鵜飼卓杉本揚彦編兼  

19  21   危機管理対 策総合研究  近藤 久祖       東京21、NBC災害と病院の対応救急 医学20年2月号他、国内国外を問わず  る研究  
論文を発表した。また．日本公衆衛生学 会総会、日本救急医学会総会等その  
他、国内園外を問わず学会発表を行っ  危機対応体制の進展に資するものであ  
た。   

る。   モデルを開発した。   

自治体が．地矧こおいて望ましい健康  

地域健康危機管理に  危機管理活動を実践していくための職  平成20年に発生した新型インフルエン  

従事する公衆衛生行   健康壊全・   檀別の能力開発や対応チームの連携  地域保健の人材開発に朋する研究のた  健康危機事象発生時の自浄体隋員の   ザ（HINl）への保健所の対応について Eうーニング教材を作成し、全国の保健  
20  21    曽根 智史             所、地方衛生研究所に配布し、自治体  

び人■配置に朋する  策総合研究  発生した新型インフル工ンザ（HINl）へ  研修での利用を促した。国立保健医療  
研究  の保腱所の対応についてE－ラーニング  

教材を作成した。   
科学院での研修で実際に使用した。   
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年度  原書論文  
（件）  

研究課題名  研究書業   研究者代表者氏  名  書門的・学術的観点からの成果   
名  

臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  

朋終  
姶了  和 文  英 文 等  和 文  英 文 等  図 内  国 際   願 取  

得   

火葬場におけるダイオキシン≠乱水軋  
クロム等の排出挙動、形態に関して基  
礎データを得ることができた。特に、1．  

形態別連続水銀分析装置を用いて、水  
銀lま0価で排ガス中に移行し、歯科アマ  

火葬場における有書   健康安全・  ルガム由来の水銀が無視できないこと，   
研究の成果の一都が掲載された。また   

調査および抑制対策  策総合研究   20  21   危機管理対   武田 信生  

に関する研究  し、掲載した。今後、全国の火葬場に て、この対応策が参考とされれば、有書  
葬囁からの有害物賢妹出状況は、特  

物質の排出抑制がよリー層進むものと えられる 
考。   

王な知見が得られており、今後国外へ  
の†輪舞信を積極的に行っていく。   な活用が期待される。  

健康安全・危機管理対策に関連する過  
去の研究成果のレビュー、アメリカの近  
年の環境対策の中で腱附こ開運する施  文献レビューと諸外国の調査で明らかと  

健康安全■危機管理  
策の動向と研究開発の00違性の分祁の  

なった重点的に実施すべき研究領域に  
祝する†書報を、厚生労働省の所管課  
圭、企画運営委■余事に壮快し、研究  

0  0    0  2  0  0  0  0   

別に関する研究   対策に関連する研究 開発の動向と将来予   21  21  健康安全・ 危塊管理対 策総合研究  武村真治      結果、わが国において王点的に実施す べき研究領域が明らかとなった 。これら  
の情報は、わが国の研究開発の国際競  

事集の戯昭・基本方針の設定、公募漂  

争力の向上のために有用である。   
随の設定等に活用した。   

された。   

㊦・   




